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11. 本論文の主旨
第二次世界大戦後、日本企業の ASEAN での事業活動は、1949 年に GHQ により、
商社の海外代理店設置が許可された 1951 年に始まった。三菱、三井などの旧財閥
系商社がいち早く ASEAN 諸国に社員を派遣し、市場調査を開始した。1950 年代
には東南アジアに対して、製造業の進出はほとんど見られず、貿易を中心にビジネ
スを展開した商社、商船会社などが進出していた。
東南アジアからみると、タイへの進出と分業が比較的早く、1960 年の「産業投資
奨励法」制定直後より、味の素、トヨタ自動車、東洋レーヨン(現東レ)、松下電器(現
パナソニック)など、食品、自動車、繊維、電気機器などの分野で進出し始めた。1965
年以降、シンガポールでも、電気機器の単純な加工・組立を行う中小企業が見られ
た。もっとも 1960 年代に日本企業の東南アジア諸国への対外投資は金額的にも少
なく、現地の工業化政策(輸入代替政策)への初期的な対応という位置づけと考えら
れる。
1960 年代末になると日本の経済自由化が進展し、1972 年には「海外直接投資元
年」と呼ばれるほど日本企業の海外直接投資が増加した。その後、一貫して日本か
らの投資活動は拡大している。
1985 年にかけての ASEAN 各国への日本投資の割合は、財団法人世界経済情報
サービスの『ARC レポート』(1986, 1987)によれば、インドネシアが 29.9%と最も
高く、以下マレーシアの 27.3%、タイの 24.3%、シンガポールの 20%、フィリピン
の 17%の順になっており、日本のウェイトは急に上昇しているのが分かる。さらに、
これを個別国の外資受入順位を見ると日本のシェアは、タイ、インドネシアでトッ
プの地位を占め、フィリピン、シンガポール、マレーシアでも第二位の地位を占め
るまでに至っている。
そして、日本から ASEAN 諸国への海外直接投資(Foreign Direct Investment:
FDI)のシェアはジェトロ投資統計によれば、1996 年から 2011 年まで、25.11％で、
米国からの 18.36％を上回っている。国別で見ると、例えばタイの場合、米国から
受けた直接投資額がタイの対内 FDI 総額のシェアはわずか 19.09％にすぎないのに
対し、日本からの割合は 53.68％と最大のシェアを占めている。
そして、『2014 年版ジェトロ世界貿易投資報告』によれば、2013 年末までの日本
2の国・地域別対外直接投資残高(資産)におけるアジアへの投資残高は 3,102 億 8,300
万ドルで、北米の 3,482 億 2,200 万ドルに次いで第二位となっている。アジアの中
で、ASEAN10 への直接投資残高が 1,362 億 5,800 万ドルで最も多く、続いて中国
の 981 億 3,200 万ドルの順になっており、日本の対中国投資残高額は、ASEAN10
への投資の 71.19%を占める程度である。
ASEAN10 の中で、ASEAN5 への投資額は全体の 91.64％を占めている。ASEAN5
の中では、タイへの投資が 445 億 8,100 万ドルで最も多く、続いてシンガポールの
365 億 4,900 万ドル、インドネシアの 197 億 8,700 万ドル、マレーシアの 132 億
400 万ドル、フィリピンの 107 億 5,200 万ドルの順になっている。
このように、1980 年代から 2000 年代にかけて、日本からの直接投資額が増加し、
ASEAN5 において第一位の投資国となっている。いうまでもなく、ASEAN5 は日
本企業の海外投資と事業活動の重要な拠点の一つとなっているのである。日本企業
は ASEAN で活発な事業活動を行ってきているにもかかわらず、ある特定の時期の
政治・経済的研究と調査報告書はあるものの、その進出要因と経営活動について包
括的かつ体系的な研究は、極めて少ないといえる。特に、戦後から現在に至る日本
企業の対 ASEAN 投資の要因と経営戦略や事業展開についての史的発展を包括的に
扱った研究は、いまだ存在しないのである。それゆえ、本論文は、ASEAN5 に対す
る日本企業の投資要因と経営戦略や事業活動の展開を研究対象とするのである。
本研究では、戦後から現在にかけて、日本企業の対 ASEAN 投資要因と経営戦略
に焦点をおいて、ASEAN における日本企業の事業展開と経営活動の特徴を解明す
ることを目的とする。そのためには、企業の内外的環境(要因)の変化に直面してき
た日本企業が ASEAN において、なぜ、どのようにビジネス活動を行ってきたのか、
その発展の過程においてどのような経営戦略を展開してきたのかという問題を明ら
かにする必要がある。具体的には以下のような問に答えなければならないのである。
日本企業は①「なぜ、どのようにして ASEAN に進出しているのか」、②「各時
期における経営環境の変化にどのような対応(解決策)あるいは経営戦略をとってき
たのか」、③「FTA など地域統合の深化にどのように対応し、国際的な産業内分業
や国際的企業内分業を行ってきたのか」という問題を提起し、制度的・記述的な史
的研究方法を採用し、戦後から現在にかけて史的に ASEAN への投資の要因を五つ
の時期に区分した。
3各時期(段階)において、日本企業の ASEAN 進出と国際分業の要因として、(1)投
資国である日本国内の状況(日本側の要因)と(2) ASEAN の状況(受入国・地域の要
因)を考察し、(3)第三国と国際的影響(要因)を概観するとともに、ASEAN 各国の経
済政策などの優位性とを比較し、(4)それらの要因に対応するために、日本企業が採
った解決策あるいは「経営戦略」と事業活動の変化と特徴を分析する。
2. 本論文の分析枠組み
先行研究のほとんどは、投資国である日本か受入国・地域である ASEAN につい
ての一時期における現象(要因)を分析し議論したものにとどまっている。
例えば、「雁行形態理論」は、日本国内の賃金上昇、円高、国内市場飽和、日本
の産業構造の高度化などが日本企業の海外進出の主な要因であるとする日本側(投
資国)の要因に注目する理論である。また、ASEAN には良質で低廉な労働力が豊富
に存在することや、外資に対する各種の優遇措置があるので、コスト削減するため
に、日本多国籍企業が ASEAN5 に進出しているとして、ASEAN(受入国・地域)側
の要因(優位性)を中心に説明する研究も少なからずある。
藤野哲也は「ASEAN 進出企業の現状と課題」(2001)において、日本企業の ASEAN
進出のー時期だけを考察していたので、1990 年代の日本企業 ASEAN 進出の要因
がコスト削減のため、「コスト削減型・地域経済圏対応型」と命名したとしている。
もし、企業が低廉な労働力などのコスト削減という要因だけを、ASEAN への投資
の決定要因とするなら、現在 ASEAN5 における日系企業は、全部中国やインドに
シフトしてしまったかもしれない。なぜなら、1990 年代には中国やインドは、労働
力(特に製造業の作業員の賃金)も安かったし、国内市場も大きかったからである。
しかし、現実には、日本の多国籍企業はアジアにおいても各国と地域 (例えば、
ASEAN と中国)とも同一品目・製品を生産していることが見られる。さらに、
ASEAN5 で生産した製品が地域外(日本を含む)へ輸出されるケースも少なくない。
それは、どういうことなのか。それによって、日本の製造業は、なぜどのように
ASEAN5 に進出してきたのかという問題を改めて史的に検証しなければならない
のである。
また、日本企業が生産性や国際競争力などの向上を目指し、グローバル経営戦略
を展開する中で、ASEAN 域内及びアジア太平洋全体においてどのように「国際分
4業」あるいは国際事業ネットワーク(サプライチェーンの形成)を行ってきたのかと
いう問題を考察する必要がある。
このように、ほとんどの先行研究が、投資国か受入国の一時期の現象あるいは要
因のみを捉えた分析と結論にとどまっている。つまり、時間の経過とともに投資国、
受入国と第三国の政治・外交的、社会的、経済的、不可測リスク及びその他のひい
ては国際的環境変化が、日本企業の ASEAN におけるビジネス形態、経営戦略及び
組織構造などにどのように影響を与え、どのように変化してきたのかは、明らかに
されていない。所有優位性と受入国の要因を中心に企業の海外進出の要因を議論し
ている折衷パラダイムだけでは、日本企業の海外事業活動、特に ASEAN 進出と国
際分業の要因については説明が十分ではないと思われる。こうした日本企業と受入
国の ASEAN の関係は、グローバル経済の進展の中で、考えなければならないので
ある。
となれば、戦後から現在に至る日本企業の対 ASEAN 投資の要因と経営戦略の史
的発展を経営環境の変化との関係で包括的に扱った研究が必要となるのである。こ
のような諸関係を考慮するには、企業レベルの枠を超えて研究する必要がある。こ
のような研究アプローチは「メゾレベル」の研究であるといってよい。つまり、新
たな関係を説明するには、企業レベルだけの議論や ASEAN 諸国の政策的要件だけ
を考慮するのでは十分でなくで、企業の経営戦略や事業活動、ASEAN 諸国の条件
や政策、日本国内の条件や政策、ひいては第三国及び国際的要因と影響(グローバル
化)などトータルに考えていかなければならない。
そこで、本論文では、第一節の問題提起において述べたように、投資国である日
本側の要因と受入国・地域である ASEAN 側の要因、第三国及び国際的要因の影響
を加え、日本企業の優位性と経営戦略を考慮し、戦後から現在にかけて史的に
ASEAN への投資の要因を五つの時期に分けて分析するのである。それによって、
日本企業の ASEAN への進出と国際分業の要因を分析し、その環境あるいは要因の
変化に対する日本企業の経営戦略や事業活動の変化と特徴を明らかにするものであ
る。
3. 本論文の構成
本論文は以下の構成からなる。
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第八章 おわりに
8.1 各時期におけるビジネス環境変化の背景とその対応
8.2 投資国、受入国、第三国及び国際的影響と日本企業の対応
8.3 本研究の意義
8.4 今後の課題
各章の概要は次の通りである。第一章の「はじめに」において、ASEAN 設立の
経緯、日本の対 ASEAN 投資の経緯や特徴を概説し、ASEAN における日本企業の
国際経営活動に関する問題提起を行う。
第二章では、先行研究のレビューと本研究のための分析の枠組を提起する。企業
の多国籍化については、R. Vernon の「プロダクト・サイクル・モデル(PCM)」、P.J.
Buckley、M. Casson、J.F. Hernnart、A.M. Rugman などの「内部化理論」、J.H.
Dunning の「折衷パラダイム」など多くな研究がある。特に、Dunning の「折衷
パラダイム」(The eclectic paradigm of international production)は、様々な理論
的アプローチを統合化する枠組みであり、国際的な生産のあらゆる形態を説明しよ
うとするものである。
日本人研究者の ASEAN と日本企業との関係についての研究も多く存在している。
例えば、田口信夫の『日本の海外投資と東南アジア』(1982)があるが、彼の分析と
結論は、1951 年から 1970 年代後半までの 20 年間の経験に基づいている。小林英
夫の『東南アジアの日系企業』(1992)では、ASEAN5 における日系企業の活動実態
を把握するために、工業団地内に限定して日系製造業企業の管理活動を中心に現地
7調査を行っている。そして、赤松要・小島清の「雁行形態論」、藤野哲也の「ASEAN
進出企業の現状と課題」(2001)なども存在する。
ASEAN における日本企業の経営活動と技術移転については、S. Yamashita、浦
田秀次郎、安保哲夫らによって、日本的経営、技術移転、経営の現地化などを分析
し、日本的経営の定着と技術移転の可能性が明らかになった。また、F.M. Manuel
によれば、ASEAN 加盟国は技術移転の手段として対外直接投資のフローを誘致す
ることに重点を置いていると結論づけている。
しかしながら、これらの先行研究は、日本企業の進出の要因と背景などにあまり
触れていないのである。そして、ASEAN における日本企業の経営活動のー時期だ
けを考察していたので、時間を通じての経営環境変化に対応した進出の要因と経営
戦略の歴史的変化が明らかにされていない。第三章以降では、時期区分にしたがっ
て議論を進める。
第三章では、戦後から 1971 年にかけて、資源確保・輸入代替工業政策などに対
応した時期を扱う。この時期については、次のような内容に触れる。第二次世界大
戦の敗北により、日本の経済活動は連合国の占領の下で統制され、輸出入も管理貿
易によって行われた。商社の海外代理店設置が許可され、1951 年に旧財閥系の商社
を中心に貿易型ビジネスが行われ ASEAN 諸国と輸出入を行っていたが、朝鮮戦争
により輸入原料の価格が高騰し、また入手難に陥った。その問題を解決するために、
ASEAN において資源開発関連の大型プロジェクトが推進さ始めた。この時期に、
ASEAN 諸国の政府は工業化のために、輸入代替政策を採用し始めた。その政策に
対応するために、一部の日本企業は、現地生産を開始したのである。
第四章では、1972 年から 1985 年にかけて、日本国内の投資制約要因と対欧米先
進国との通商摩擦などに対応した時期について考察する。この時期、日本国内にお
いては高度成長に伴い、労働力不足、賃金高騰、工場立地難など国内投資制約要因
が増大した。さらに、対外的にも欧米との通商摩擦などが起こった。こうした内外
の諸変化に対応して、本格的な現地生産に向けた日本企業の対外進出と国際分業戦
略への戦略変更が行われ、対 ASEAN 直接投資が増大し始めたことを明らかにして
いる。特に、先進国との通商摩擦を回避するために、一部の日本企業は ASEAN で
生産した製品を欧米に向けて輸出し始めた。その時期に、なぜ日本企業が ASEAN
諸国を選んで生産拠点を立地したのかを検討する。
8第五章では、1985 年から 1997 年にかけての時期を扱う。つまり、プラザ合意に
より、1985 年秋以降、円高が進み、日本企業は相対的な生産コストが高まり、輸出
価格を引き上げたため、国際競争力を低下させることになった時期である。日本企
業は国内での合理化だけでは競争力を十分に回復させることができず、海外へ生産
拠点を移転することになった。とりわけ、ASEAN へのシフトが目立ったのである。
この時期、海外への移転のため、調達、生産、販売など経営活動が国際的に取り扱
われることになる。こういう国際的活動に対応するために、日本企業は、ASEAN
において地域本部などを設置する新たな動きについて分析を行う。
第六章では、1998 年から 2008 年にかけて、中国の台頭、ASEAN 域内の経済統
合が進展し、対 ASEAN 戦略が見直された時期について扱う。1990 年代に入って
から中国への投資ブームの影響及び 1997 年 7 月のタイ・バーツ下落に端を発する
東アジア通貨危機の発生により、1998 年以降日本企業の ASEAN への投資額が減
少した。一方、ASEAN は AFTA の実現目標年次を前倒しして、新たな外資政策を
提案した。ここでは、日本多国籍企業は ASEAN 地域内において、国際的な産業内
分業や国際的な企業内分業がどのように行ってきたのかを明らかにする。
第七章は、2008 年から現在にかけての時期を扱っている。この時期、世界経済・
金融危機、自然災害の影響、東アジア(アジア太平洋)の FTA を通して経済統合が一
層深化していく。例えば、リーマン・ショック、ヨーロッパの財政問題、東日本大
震災、円の戦後最高値、タイの洪水や政治不安などの問題が日本企業に大きな影響
を与えた。それらの影響あるいは問題を克服するために、日本企業はどのような経
営戦略や解決策をとって、事業活動を展開してきたのかを見る。
一方で、ASEAN 地域内外の経済統合の深化による国際貿易・投資などの自由化
に伴い、ASEAN 地域内外における日系子会社間の相互関係が強化され、経営資源
などの創出、移転と活用が活発に行われるようになった。それによって、ASEAN
地域内における日本企業の生産と販売ネットワークを新たに構築する必要があると
考えられるようになった。このように、日本企業は全社価値連鎖内の活動をどのよ
うに各国・地域に展開しようとしているのかに焦点を当てて議論する。
第八章は、結論部分である。まず、論文全体の議論をまとめる。続いて、問題提
起に対応した形で日本企業の対 ASEAN 投資と国際分業の要因と変化、ASEAN に
おける日本企業の経営戦略と事業展開の特徴を明らかにする。同時に、研究史にお
9ける本研究の意義を明らかにする。最後に、今後の研究上の課題を提起し、同時に
ASEAN に対する経営戦略の将来方向に関する展望を行う。
4. 研究成果の概要
本論文では、各時期における日本企業の進出と分業の背景(要因)の変化と経営戦
略や事業活動の特徴を明らかにした。そのうえで、本研究の成果を日本国内の状況
(投資国の要因)、ASEAN の状況(受入国・地域の要因)、ひいては第三国の影響(国
際的要因)を加え、日本企業の優位性と経営戦略という要因で整理してみると以下の
ようにいえる。
第一は、日本国内の状況と政策など、投資国要因である。投資国である日本の政
治・外交政策、経済政策、経済発展による産業構造の変化などの日本国内状況も日
本企業の ASEAN 進出の重要な要因である。例えば、1955 年以降、資源関連開発
分野における投資が莫大な費用や高リスクを伴うため、資金面だけでなく、様々な
優遇的な制度が整備され国家によってバック・アップされてきた。日本政府は、「賠
償」をはじめ、「賠償に伴う経済協力」「政府ベースの信用供与」その他、有償・無
償の政府開発援助(ODA)を推進し、それが日本企業の ASEAN 進出の基盤づくりに
つながっていた。そして、1970 年代に入り、日本の経常収支が黒字に転換したこと
を契機に企業の海外投資規制緩和されたのである。
また、1977 年の福田ドクトリンの発表により、日本政府・経済団体が対 ASEAN
重視の姿勢を示し、ASEAN の人々との関係を修復すると同時に、進出した日本企
業が東南アジアの現地社会との融合に努めるようになり、ASEAN での事業活動が
より円滑に行われるようになった。
1960 年代に入り、高度成長に伴う労働不足により、賃金の高騰・工場の立地コス
トが上昇したこと、さらに、1985 年以降、円高の進展による要因があり、その生産
コストを削減するために、ASEAN 進出が本格的になったことなどが日本国内状況
の変化という要因が ASEAN 進出を促進してきたと考えられる。
第二に、ASEAN の条件、つまり受入国・地域の要因がある。受入国・地域であ
る ASEAN 諸国の政治・経済政策及び低廉な労働力を中心に、安定性、法律・イン
フラの整備、天然資源などの ASEAN 諸国の特殊優位性も日本企業の進出の決定的
要因である。1950 年代後半から 1970 年代にかけて ASEAN 諸国の政府による輸入
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代替政策の影響で日本の製造企業が ASEAN 進出し始めた。1980 年代後半に、フ
ィリピンは国内政治不安定の影響で日本企業からの投資が落ち込んだ。1997 年のタ
イ・バーツ下落に端を発する東アジア通貨危機の影響で、ASEAN 諸国の政治経済
が混乱し、1998 年には日本企業の ASEAN 向け新規投資は著しく落ち込んだこと
などである。
いろいろな問題に直面した時に、ASEAN が新たな外資政策を出し、現在では
AFTA(AEC)の実現目標年次を前倒しすることにより、日本企業を誘致しようとし
ている。したがって、ASEAN 諸国の国内状況、特に政府の方針は、日本企業の
ASEAN への進出・工場立地など国際分業戦略に関する意志決定にインパクトを与
えたと思われる。
第三に、日本と ASEAN 域外からの第三国と国際的影響(要因)がある。グローバ
ルな環境としての国際組織、あるいは第三国の状況・政策の変化も日本企業の
ASEAN 進出の要因と経営戦略の転換に大きな影響を与えたと思われる。まず、1949
年に GHQ により、海外事業活動が許可され、日本企業の ASEAN 投資が可能にな
ったことがある。次に、1970 年代の２度にわたる石油ショックがある。石油資源の
大部分をアラブ産油国に依存していた日本では、とりわけその打撃は深刻で、石油
パニックが生じただけでなく、産業構造も大きな転換を迫られた。その影響を受け
て、1970 年代後半には日本企業の ASEAN 進出は鈍化したことのである。
1980 年代に入ると、日・欧米の通商摩擦が激化し、その回避のために一部の企業
は、ASEAN 進出が増加し始めた。1990 年代に入ってから、特に 1995 年には、日
本の対中投資が、初めて ASEAN4 を超え、中国の台頭は対 ASEAN 投資にも影響
が及んでいる。2008 年のリーマン・ショック後、日本を含む多くの先進国が深刻な
不況に陥ったので、2009 年に日本企業の対 ASEAN 投資が急に落ち込んだ。2010
年以降、リーマン・ショックの処理の進んだ ASEAN の経済は、総じて順調に拡大
を続けている。そのため、日本企業は、貿易・直接投資を通して ASEAN など新興
国を中心に高い成長を続ける海外需要を取り込んでいる。低迷する先進国と日本国
内市場から ASEAN を含むアジア・新興国市場に経営資源をシフトして一層の事業
拡大を図る傾向にあり、新たに生産・販売ネットワークを構築している。それは、
第三国である欧米先進国の通商政策、経済状況(金融・経済危機)、中国の台頭など
の影響という第三国と国際的要因であると考えられる。
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第四に、企業自身の条件(優位性)及び経営戦略と ASEAN への進出と国際分業と
の関係である。日本企業が外国の環境である ASEAN 諸国で事業を行うために、あ
る種の「優位性」を必要とすると言うものである。その優位性は、技術的な優位性、
経営的な優位性、など様々な形がある。それがなければ、地元企業、欧米企業など
との厳しい国際競争の中で、生き残ることができないだろう。日本企業が国際競争
力優位を持つようになるために、国内での合理化に加え、海外直接投資戦略も行う
必要があるという企業自身の発展戦略により、ASEAN 進出したことが挙げられる。
戦後から 1960 年代前半にかけては日本企業の技術レベルは国際水準と依然とし
て格差があったため、外国からの技術導入や世界銀行借款などに依存して、国内で
の設備資本への投資を行わなければならなかった。そのため、製造業の海外投資が
少なかったが、貿易を中心にビジネスを展開した商社などが ASEAN に進出した。
1960 年代末にかけて、一部の製造企業は、ASEAN 諸国の輸入代替政策に対応する
ため、現地市場の販路拡大や防衛的戦略(1 社が ASEAN 市場に進出すると同業他社
もASEAN進出すること)の目的でASEANに進出し始めたが、ほとんどの製造業は、
販売会社を設立して日本で生産して製品を輸出して販売する状況が続いた。
1970 年代以降、日本企業にとって、ASEAN に生産拠点を持ったほうが有利にな
ってきた。というのは、ASEAN 諸国の安い労働力などの好条件(優位性)を活用する
ことにより、品質の高い商品をより安価に生産できることに加えて、ASEAN 各国
の経済発展に伴って生まれた新たなニーズに対応する必要性がうまれてきたことに
よる。
そして、1980 年代後半以降には、ASEAN 各国内マーケットだけでなく、ASEAN
内外マーケットに提供するという戦略をとってきたのである。特に、1990 年代に入
ってから、BBC、AICO、AFTA(AEC)などの ASEAN 地域統合の深化(ASEAN にお
けるリージョナリズム)のメリットを活かし、リスクを分散と域内での生産ネットワ
ークによる「補完」体制を構築するために、ASEAN 諸国に進出して分業を行うと
いう企業自身の成長戦略が顕著になっている。
このように、そのような複雑な日本国内外のビジネス環境の変化によって、日本
国内での合理化だけでは競争力を十分に発揮させることができなくなった。そのよ
うなビジネス環境の変化に対応するために、日本企業は、外国企業に対して競争優
位を維持するべく、グローバル経営戦略を積極的に展開し、生産拠点を国内から海
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外へ生産拠点を移転することになったのである。そのグローバル戦略を展開する中
で、海外生産及び輸出拠点と同時に市場としての ASEAN での効率的な部品調達、
生産、販売、及び研究開発を目指して、積極的に ASEAN における進出と国際分業
を行っている実態が明らかになった。
5. 本論文の意義と展望
本論文の研究結果は、日本企業の ASEAN への進出要因及び経営戦略を見ると、
単なる「コスト削減型・地域経済圏対応型」といったような ASEAN 各国(地域内の
要因)と企業内の諸要因・戦略のみで生じたー時期的な現象(要因)だけではないこと
を明らかにしたことである。つまり、企業の所有優位性と投資受入国を中心に欧米
企業の海外進出の要因を説明している折衷パラダイムでは、このような日本企業の
ASEAN への進出と分業体制の背景(要因)とその変化を充分に説明できないのであ
る。というのは、後発企業として、日本企業あるいは途上国企業が海外進出する場
合、最初の段階では、充分な所有優位性あるいは経営資源を持っていなかったので、
投資国の国内条件や政策と第三国及び国際的影響などを受けやすかった。特に途上
国企業の海外進出は、時には母国政府の援助と協力が必要となる。
また、「雁行形態理論」などでは、日本国内の賃金上昇、円高、国内市場飽和、
日本の産業構造の高度化などを日本企業の海外進出の主な要因とする日本側(投資
国)の要因を中心に研究がなされている。「雁行形態理論」は 1990 年代末までの日
本の対 ASEAN 直接投資及び企業事業活動の要因は当てはまると思われる。しかし
ながら、2000 年代に入って日本国内外の様々なビジネス環境の変化により、次第に
説明できなくなっている。というのは、ASEAN の域内外統合の深化によって、日
本企業は ASEAN に対して、先進国市場とは異なった製品を開発、製造、販売しな
ければならなくなっており、世界の中で最も重要な市場、工場(生産と輸出拠点)、
R&D センターの一つとなっているからである。
また、田口信夫は、プッシュ・プル要因理論を用いて『日本の海外投資と東南ア
ジア』における進出の要因を「プッシュ」と「プル」に分けて研究を行ない、戦後
から 1970 年代後半にかけての投資国としての日本国内と受入国・地域として
ASEAN 諸国の経済状況について論じている。しかし、所有優位性などの企業の競
争優位や経営戦略については、あまり注意が払われていない。そのため、企業の独
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自性の基礎にある優位性について、説明をすることが必要と考えられる。
このように、雁行形態論にしてもプッシュ・プル要因理論にしても、戦後から現
在にかけて日本企業の ASEAN 進出と国際分業の要因と経営戦略の歴史的変化を明
らかにしてこなかったといえる。というのは、すでに述べたように、2000 年代以降
の日本企業の ASEAN への進出要因と国際分業及び経営戦略が若干異なっているか
らである。つまり、2000 年代に入って ASEAN 諸国地域統合が深化しつつあり、
近年飛躍的な経済発展を遂げてきているのである。
また、ASEAN は「FTA を挺子にした世界市場(特に新興市場)開拓の最前線」と
して戦略的な役割が期待されている。ASEAN が戦略的役割を担う重要な拠点にな
ったことを示している。それによって、日本企業にとって ASEAN は、海外生産及
び輸出拠点と同時に消費地(市場)としても一段と注目されるようになりつつある。
そのため、日本企業にとって、自立的な対 ASEAN 戦略や組織づくりが重要になっ
ているのである。
また、 ASEAN における日本企業の経営活動と技術移転については、 S.
Yamashita 、浦田秀次郎、F.M. Manuel、安保哲夫、小林英夫などが日本的経営、
技術移転、経営の現地化などを分析し、日本的経営の定着と技術移転の可能性を明
らかにしている。
そして、「国際分業」については、天野倫文が、1990 年代を中心に日本企業がい
かに国際戦略を展開し、また同時に産業空洞化を克服してきたのかという解決策と
企業立地戦略を提起した。木村福成は、フラグメンテーション理論、アグロメレー
ション理論、多国籍企業の立地、所有、内部化の優位性を組み合わせて、新たな「国
際分業」の枠組みを提起し、東アジアにおける「国際分業」の現象を説明しようと
している。そして、そのサービス・リンク・コストの削減ために、新たな国際経済
秩序を形成する要因としての FTA 及び開発アジェンダについて注目し、東アジア
における各国・地域の取るべき開発及び通商政策を提案している。
しかしながら、これらの研究は、日本企業の進出と「国際分業」の背景(要因)と
その変化などについては、あまり触れていないのである。そして、ASEAN におけ
る日本企業の経営戦略と事業活動のー時期のみを考察していたので、時間を通じて
の経営環境変化に対応した進出と国際分業の要因と経営戦略の歴史的変化が明らか
にされていないといえる。つまり、時間の経過とともに投資国、受入国と第三国の
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政治・外交的、社会的、経済的、不可測リスク及びその他の国際的な要因が、なぜ
どのように生じて変化してきたのか、その環境変化が日本企業(特に ASEAN におけ
る日本企業)のビジネス形態、経営戦略及び組織構造など経営活動に対してどのよう
な影響とその解決策あるいは経営戦略を採ってきたのかは、明らかにされていなか
ったのである。
かくして本論文では、グローバル経済の進展の中で、地域統合の深化などによっ
て、複雑な日本国内外のビジネス環境が絶えず変化されており、企業の海外進出と
「国際分業」の要因は、単に企業自身の所有優位性、あるいはコスト削減すること
だけでは、説明が十分ではないことを強調したかったのである。それらに加え、投
資国、受入国・地域と第三国の政治・外交的、経済的、法的、文化的、不可測リス
ク、そして国際的な環境に及ぼす様々な影響(要因)も、企業の海外進出と「国際分
業」の重要な要因として考慮しなければならないのである。
したがって、企業の海外直接投資と「国際分業」の決定要因と多国籍企業の経営
戦略を説明あるいは研究するには、企業レベルの議論や受入国の一時期の政策的要
件のあるいは要因のみを考慮するだけでは十分でない。本論文では、時間の経過と
ともに企業の経営戦略や事業活動、投資国内の条件や政策、受入国の条件や政策、
そして第三国及ぶ国際的要因(グローバル化)などを、トータルに考えていかなけれ
ばならないことを明らかにしたのである。
この分析枠組みによって、そのような複雑な日本企業の海外(特に ASEAN)進出と
国際分業の背景(要因)とその変化を考察できる。そして、日本企業のグローバル戦
略を展開する中で、ASEAN での効率的な調達、生産、販売、及び研究開発を目指
して、ASEAN における経営戦略と事業展開の特徴とその変化を明らかにするので
ある。
このように、本研究は日本企業の ASEAN への進出と国際事業展開の要因とその
変化を歴史的に分析することによって、従来の研究史上の空白を埋めると同時に、
新しい研究の枠組みも提案できたと思われる。
しかしながら、本研究に関連するはずにもかかわらず充分に分析と議論がなされ
なれかった課題がある。例えば、①ASEAN における個別企業(産業・企業別) の経
営戦略と国際化戦略、②新加盟 ASEAN4 カ国における日本企業の投資及び経営戦
略、③韓国、台湾などにおける日本企業の経営戦略と事業展開、④アジア域内にお
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いて国際事業ネットワークあるいは東アジアワイドでのサプライチェーンの形成が
進んでいる中で、どのように「国際分業」が実現していくかである。
ASEAN における地域統合(リージョナリズム)が深化する中で、そのメリットを活
かし、リスクを分散と域内での生産ネットワークによる「補完」体制を構築するた
めに、日本企業が新加盟 ASEAN4 カ国(CLMV)に対して具体的にどのように経営戦
略と事業展開を行っているのかという問題を明らかにするために、包括的な史的研
究方法を用いて時間の経過とともに日本企業の経営戦略や事業活動、投資国内の条
件や政策、受入国の条件や政策、そして第三国及ぶ国際的要因(グローバル化)など
を、トータルに考察していかなければならないと思われる。
また、グローバル経済が進展する中で、東アジア全体において、日本企業が国際
事業ネットワークあるいは東アジアワイドでのサプライチェーンの進展に対して、
どのように日本企業の投資及び経営戦略を展開していくのか、研究を継続していく
ことが必要であるといえよう。
